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�．はじめに

グローバリゼーションの進展とともに，国境を越えた資本の移動も高まり，

国際経済や国内経済にも大きな影響を与えている。とくに２００７年８月から世界

的規模で金融不安をもたらしている米国のサブプライム住宅ローン（低所得者

向け住宅ローン）を組み込んだ証券化商品問題の顕在化以来，米国から流出し

た資金の米国債券市場への環流の減少や，米国株式市場の低迷による米国株式

市場から原油，金，小麦，トウモロコシ，米，砂糖，鉄，非鉄金属，希少金属

等々商品市場への投機資金の移動が問題となっている。

このようなクロスボーダーの資金移動の増大とともに，世界の決済ネット

ワークを保有している SWIFT（Society for Worldwide Interbank Financial Telecom-

munication）への注目も高まっている。SWIFTは，国際銀行間金融電気通信協

会とそのネットワークを指しており，「スイフト」と略して呼ばれることも多

い。SWIFTは１９７３年５月，ベルギーの La Hulpeに本部を置いて欧米１５カ国の

２３９の銀行により設立された非営利の協同組合法（co-operative society act）に基

づく法人で，世界の金融機関を結ぶ唯一のネットワークである。

スイフト設立の背景としては，１９６０年代初頭欧州諸国の為替管理緩和ととも

にユーロダラー取引が急激に増加したにもかかわらず，当時の銀行間通信が電

報やテレックスを主としており，各銀行の使用書式も様々で，事務処理上，大

きな負担となっていたことがある１）。そこで欧米主要銀行間において，国際金

融業務の抜本的合理化策を討議し，「１日２４時間年中無休かつ世界中で利用可

＊本稿は「滋賀大学経済学部学術後援基金」による研究成果の１部である。
１）西村�司「電子商取引の発展とスイフトの役割」『金融』２００１年６月，pp．２―１４．
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能であること」，「処理が迅速であること」，「安全であること」，「銀行間の共通

のネットワークを構築すること」，「事務処理のコンピューター化のため，国際

的通信フォーマットを統一すること」等が合意された。その後，法的・技術的

検討，ハード・ソフト開発，オペレーション体制整備等に４年をかけ，１９７７年

５月からシステム稼働に至り，現在も進化し続けている。

日本は１９７６年２月，スイフト理事会から加盟国として認められ，同年１０月邦

銀４２行がメンバーとなった。しかし当時の「公衆電気通信法」の厳しい制約下

で，スイフトのサービスを実現するために時間を要し，１９８１年３月９日にオペ

レーションを開始した。

本稿においては，急拡大する SWIFTシステムの現状について，SWIFTシス

テムへの参加資格，２００８年３月末時点の SWIFTシステム参加機関，SWIFTシ

ステムの提供サービス，SWIFTシステム利用状況，SWIFTシステムの国別・

地域別利用状況比率について考察する。次に日本，欧州連合，米国の決済シス

テムと SWIFTシステムの位置づけについて検討する。そして SWIFTシステム

の今後の課題について考察し，SWIFTシステムで進行している高規格の技術

革新については，別稿に譲ることにしたい。

�．SWIFT システムの現状

１．参加金融機関（２００８年３月時点）

（１）SWIFTへの参加資格

SWIFTへの参加資格としては，「メンバー（members）」，「サブメンバー（sub-

members）」，「パーティシパント（participants）」に大別できる。メンバーは，

スイフトへの出資金の拠出者である銀行（本店）を指している。サブメンバー

は，スイフト加盟国にあるメンバーの支店（通常外銀の支店），あるいはメン

バーが５０％以上直接投資もしくは間接的に１００％出資し，完全にコントロール

している銀行を意味している。「パーティシパント」は，スイフトの特定サー

ビスの利用を許されている機関であり，そのカテゴリーは SWIFTの年次総会

で決定される。具体的には，①証券およびこれに関連する金融証券のブローカー
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やディーラー（証券会社），②証券およびこれに関連する金融証券の公認取引

所（証券取引所），③証券中央預託機関および証券決済機関（証券保管振替機

構等），④トラベラーズ・チェック発行機関，⑤マネー・ブローカー，⑥信託

または受託者業務会社（投信委託会社），⑦登録官および名義書換代理人，⑧

銀行の駐在員事務所，⑨投資顧問会社等々である２）。

（２）２００８年３月末時点の参加金融機関

２００８年５月７日付の SWIFTホームページによれば，２００８年３月末時点での

参加国は２０８，メンバーは２，２６５，サブメンバーは３，２３０，パーティシパントは

２，９０５，総参加金融機関８，４００である。

日本では，（ナショナル）メンバーとして都銀，信託，地銀，第二地銀，信

金，日銀，商中，農中，サブメンバーとして在日外国銀行，メンバーの信託銀

行子会社，パーティシパントとして証券会社等や外国証券会社等々である。２００８

年３月時点で，参加金融機関は２５７となっている３）。

２．SWIFTの提供サービス

SWIFTは決済データの交換等の通信部分を担当し，資金決済機能は有して

いない。決済は別に個別金融機関同士や各国決済システム等を通じて行われる

ことになる。SWIFTが取り扱うメッセージは国際金融業務に関連したもので

あるが，以下の９カテゴリーとそれぞれのカテゴリーに関連して発生する取消

し照会，回答などの一般群（Common Group）が準備され，それぞれのカテゴ

リー中で使用すべきメッセージ・フォーマットが決められている４）。

第１カテゴリーは，顧客から依頼された送金をコルレス先に通知して，支払

指図を行うものである。

２）佐方 裕「スイフトの歩みと今後の課題」『金融』１９９６年４月，pp．４―９，西村�司「SWIFT
（スイフト）とは何か―世界の金融ネットワーク」『経済情報』１９９８年１０月，pp．１３―１５，ヤー
ブ・カンプ「スイフトの２０１０年までの中長期計画および業務戦略」『金融』２００６年６月，
pp．１０―１６．

３）『金融』２００８年５月，S２２．
４）メッセージ・フォーマットの具体例については，拙著『グローバル経済下の内外金融の
リスク管理』滋賀大学経済学部研究叢書第３６号，２００２年，pp．３８―４２を参照されたい。
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第２カテゴリーは，銀行間資金付替をコルレス先へ指図するものである。

第３カテゴリーは，銀行間外貨資金取引（売買，貸出，預金）の成約，変更，

解約の確認を行うものである。

第４カテゴリーは，荷為替手形の支払い，引受等の通知を行うものである。

第５カテゴリーは，株式や債券等の有価証券売買の発注，受注，約定，受渡

指図や確認，ステートメントの通知等を行うものである。

第６カテゴリーは，シンジケート・ローンの更新，解約等に関する通知を行

うものである。

第７カテゴリーは，信用状の開設や条件変更，保証の引受，変更等の通知を

行うものである。

第８カテゴリーは，旅行者小切手の売却，決済等に関する通知を行うもので

ある。

第９カテゴリーは，ステートメントやデビット，クレジット・アドバイスの

通知を行うものである。

このようにメッセージ本文の標準化により，これらのメッセージがコン

ピューターで自動処理可能となり，SWIFTシステムにおいて正確で迅速な事

務処理が行えるようになった。SWIFTでの作業部会では，種々の分野や各段

階での標準化の検討が日々行われている。

３．SWIFTシステム利用状況

（１）１９８１年３月～１９９７年３月

日本が SWIFTへの接続を実現させた１９８１年３月から１９９７年３月までの，

SWIFTシステムの利用状況は第１表に示されている。総送信件数の内訳は「顧

客送金」「銀行間付替」「その他」である。その他は「外貨資金売買」「貸出／

預金取引」「荷為替手形取引」「信用状」「ステートメントおよびシステムと銀

行間の連絡メッセージ等」であるが，「その他」の中で１９８９年９月から証券会

社の利用が開始され，証券決済の増大にともなって，１９９７年４月からは「証券」

が独立の項目となっている。
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年度・月
日 本 ス イ フ ト 全 体

参加銀行
総 送 信 件 数 １日平均

送信量
総受信件数 参加国数

総 送 信 件 数
顧客送金 銀行間付替 その他 うち日本の占める

比率（％）

１９８１年３月 ４５ ４５，９９５ ２，７０６ ２９，５６８ １０，４８７ ５，９４０ ５８，１９５ ２２ ５，０５５，９４８ ０．９
４月 ４５ ４９，８０４ ２，２６４ ２２，８５３ １８，４９８ ８，４５３ ７２，７１７ ２２ ４，７７５，２１３ １．０
５月 ４５ ５４，２０９ ２，４６４ ２４，１４４ １９，２２１ １０，８４４ ７７，２７０ ２２ ４，８８２，０７６ １．１

１９８１年度 ６４ ９９１，３５３ ４０２，８２６ ３６３，８０１ ２２４，７２６ ３，７５５ １，２６６，９１７ ２７ ６７，０８７，４１４ １．５
１９８２年度 ８６ １，７７３，４３５ ６５０，１６３ ６３５，０４２ ４８８，２３０ ６，７１８ ２，１７９，８２４ ３３ ８５，９３３，９４０ ２．１
１９８３年度 ９１ ２，６８６，０８３ … … … １０，１７５ ３，２６５，００８ ３７ １１１，４７４，３３６ ２．４
１９８４年度 １０２ ３，５７６，０８１ … … … １３，５４６ ４，３２４，７３５ ３９ １３５，６７２，１６９ ２．６
１９８５年度 １１６ ５，０１９，２７９ １，１７１，１１３ １，８１６，５４６ ２，０３１，６２１ １９，０１２ ５，６３２，４８０ ４７ １６４，９９２，１４９ ３．０
１９８６年度 １３２ ６，９８９，１２８ １，４５１，０２７ ２，６１４，２０４ ２，９２３，８９７ ２６，４７４ ７，６１１，２４９ ５２ ２００，０８８，９６５ ３．５
１９８７年度 １４０ ８，９７１，０２１ １，７６９，４９４ ３，２５９，３８６ ３，９４２，１４１ ３３，９８１ ９，６９０，０６５ ５６ ２３０，３９３，２７９ ３．９
１９８８年度 １４６ １０，８０１，１２８ ２，２１８，４０３ ３，７３２，４６０ ４，８５０，２６５ ４０，９１３ １１，１２１，０３１ ６３ ２６４，６９３，０９８ ４．１
１９８９年度 １６８ １３，２６１，０００ ２，７７５，０００ ４，１７０，０００ ６，３１５，０００ ５２，０００ １３，６１２，０００ ７１ ３０６，７９４，０００ ４．３
１９９０年度 １７８ １５，３７６，０００ ３，２１２，０００ ４，７０８，０００ ７，４５５，０００ ６１，０００ １６，０１１，０００ ７２ ３４０，５５１，０００ ４．５
１９９１年度 １８６ １６，３９３，０００ ３，８１６，０００ ４，９１０，０００ ７，６５４，０００ ６５，０００ １６，２８２，０００ ７８ ３７４，４９２，０００ ４．４
１９９２年度 １９２ １８，１９１，０００ ４，２９７，０００ ４，９１９，０００ ８，９６５，０００ ７２，０００ １６，９４９，０００ ８９ ４１４，８６７，０００ ４．４
１９９３年度 ２００ ２０，１８４，０００ ４，４８４，０００ ４，９９３，０００ １０，６９５，０００ ８０，０００ １９，４８７，０００ １０５ ４７５，１３０，０００ ４．２
１９９４年度 ２１７ ２２，４７７，０００ ４，８６６，０００ ５，０５２，０００ １２，５５３，０００ ８９，０００ ２０，８９８，０００ １１５ ５３８，０４７，０００ ４．２
１９９５年度 ２３５ ２５，１７３，０００ ５，２８６，０００ ５，３８５，０００ １４，５０１，０００ １００，０００ ２４，１１７，０００ １３７ ６２２，４０５，０００ ４．０
１９９６年度 ２３９ ２７，４８７，０００ ５，５２２，０００ ５，３６５，０００ １６，５９９，０００ １０９，０００ ２６，４２０，０００ １５０ ７１１，９４６，０００ ３．９

（注１）１日平均送信量は１か月を２１営業日とみなし算出した。
（注２）顧客送金，銀行間付替には，取消依頼，照会，回答等の関連メッセージの件数を含む。
（注３）「その他」は外貨資金売買，貸出／預金取引，荷為替手形取引，信用状，ステートメントおよびシステムと銀行間の連絡メッ

セージ等の合計件数である。
（出所）全国銀行協会『金融』各号より作成．

第１表 SWIFT システム利用状況 （単位：件）
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接続後の日本の SWIFTシステムの利用状況は，邦銀の国際化の進展とも相

まって，参加銀行，送信件数とも急増している。すなわち１９８１年度は６４の参加

銀行であったのに対し，１９９６年度は２３９と３．７倍，送信件数も２０．９倍，総受信件

数も２０．８倍となっている。また，この期間の世界の SWIFTシステムへの参加

国数は５．６倍，送信件数は１０．６倍である。送信件数の伸びは日本が世界の伸び

の約２倍となっている。そして SWIFTシステム全体での総送信件数に占める

日本の比率も１．５％から約４％と２．７倍に拡大している。

（２）１９９７年４月～２００８年３月

総送信件数の内訳で「その他」の中から「証券」が独立項目として公表され

始めたのが，１９９７年４月である。第２表は新分類による１９９７年度から２００７年度

までの SWIFTシステムの利用状況である。また第３表は SWIFTの“Annual Re-

port”から作成した決済項目別 SWIFTシステム利用状況である。

１９９７年はアジア通貨危機が勃発した年であり，年間の総送信件数は８億１，２００

万件，このうち資金決済が全体の６６．５％，５億４，０００万件，証券決済が１３．３％，

１億８００万件，その他が２０．２％，１億６，４００万件であった。これが２００６年には，

総送信件数が１９９７年の３．５倍の２８億６，５００万件，２００７年は４．３倍の３５億１００万件と

増大している。

この増加に寄与しているのが，証券決済（国債を除く）である。２００６年には

１０億４，８００万件と１９９７年の９．７倍，２００７年は１９９７年の１２．９倍と急増している。他

方資金決済は，２００６年には１９９７年の２．９倍，１５億７，７００万件，２００７年には３．４

倍，１８億３，０００万件に留まっている。

この傾向は第２表の年度別利用状況からも読み取れる。参加金融機関は１９９７

年２５７，２００７年度２５７と総数では変化がないが，バブル崩壊，１９９７年度からの日

本版金融ビッグバンの中で破錠した金融機関や合併した金融機関も多数あり，

構成メンバーは大幅に変動している。総送信件数は１９９７年度に比べ２００７年度は

３．８倍となっている。その内訳は顧客送金と銀行間付替を合計した資金決済で

は，１９９７年度の６１０万５，０００件に比べ２００７年度は２，４３５万５，０００件と４．０倍，証券

決済は１９９７年度の５９１万５，０００件に対し２００７年度５，９４２万９，０００件と１０．０倍，その
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年度・月中
日 本 ス イ フ ト 全 体

金融
機関

総 送 信 件 数 １日平均
送信量

総受信
件数

参加国数
総 送 信 件 数

顧客送金 銀行間付替 証券 その他 うち日本の占め
る比率（％）

１９９７年度 ２５７ ３０，４４２ ５，５４７ ５，５８１ ５，９１５ １３，３９８ １２３ ３０，８６９ １７４ ８４４，８８０ ３．６
１９９８年度 ２６４ ３３，２８１ ５，７４１ ６，０７３ ６，５８３ １４，８８２ １３２ ３５，５７４ １８１ ９７０，６４１ ３．４
１９９９年度 ２６５ ３８，４８８ ６，１６３ ６，２７８ １０，５１７ １５，５２８ １５２ ３９，８８１ １８９ １，１２４，３１１ ３．４
２０００年度 ２６７ ４０，９２０ ６，３９８ ６，３３７ １２，２９７ １５，８８７ １６２ ４１，３６２ １９２ １，３２２，２４０ ３．１
２００１年度 ２５９ ４５，１７０ ６，５７８ ６，１９７ １５，５０６ １６，８８７ １７９ ４４，１４８ １９７ １，５９５，５８１ ２．８
２００２年度 ２５８ ５１，１６３ ６，８２４ ６，２６１ ２０，９０７ １７，１７０ ２０３ ４６，３９７ １９９ １，８７３，０４４ ２．７
２００３年度 ２５７ ６０，６９７ ７，３８１ ６，７５６ ２７，５８０ １８，９７９ ２４０ ５２，０２３ ２００ ２，１２７，２９１ ２．８
２００４年度 ２５５ ７３，７００ ８，２４８ ７，００６ ３８，２３９ ２０，２０６ ２９２ ５６，８６５ ２０３ ２，３４０，６４０ ３．２
２００５年度 ２５５ ７７，４９３ ８，１９１ ７，２７３ ４０，１８９ ２１，８３９ ３０７ ６０，６５３ ２０４ ２，６１０，７５７ ３．０
２００６年度 ２５９ ８８，０７７ ８，７２６ ８，５７５ ４５，９５４ ２４，８２１ ３４９ ６９，３７３ ２０７ ２，９７９，５９４ ３．０
２００７年度 ２５７ １１４，２９１ １１，５３５ １２，８２０ ５９，４２９ ３０，５０５ ４５３ ８８，１３４ ２０８ ３，６２６，８７３ ３．１
２００８年度１月 ２５８ ８，９４０ ７１１ ９１３ ４，７０９ ２，６０６ ４２５ ７，１７８ ２０８ ３２５，８９４ ２．７

２月 ２５８ ８，８７１ ６７０ ８２２ ４，９６５ ２，４１３ ４２２ ６，６９１ ２０８ ２９６，８８６ ３．０
３月 ２５７ ９，７９３ ７６８ ９９６ ５，２５２ ２，７７７ ４６６ ７，６７８ ２０８ ３０６，１０５ ３．２

第２表 SWIFT システム利用状況 （単位：千件）

（注）１．SWIFT=Society for Worldwide Interbank Financial Telecommunication SCRL.１９７７年５月に稼動し，日本は１９８１年３月９日
に接続した。

２．参加金融機関には，銀行（在日外銀支店を含む），信用金庫，証券会社，その他の金融機関等を含む。
３．１日平均送信量は１か月を２１営業日とみなし算出した。
４．「その他」は外国為替，マネー・マーケット，デリバティブ，取立，シンジケーション，荷為替，信用状，ステートメ

ントおよびシステムと銀行間の連絡メッセージ等の合計件数である。
（出所） 全国銀行協会『金融』各号より作成．
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他は，１９９７年度１，３３９万８，０００件から，２００７年度は３，０５０万５，０００件と２．３倍にす

ぎない。

日本における証券決済の総送信件数に占める比率は，１９９７年度で１９．４％で

あったものが，１９９９年度には２７．３％，２００２年度４０．９％，２００３年度には４５．４％，

２００４年度５１．９％，２００５年度５１．９％，２００６年度５２．２％，２００７年度５２．０％と過半数

を超えている。これは第３表での SWIFTシステム全体に占める証券決済の比

率の２００６年３６．６％，２００７年３９．６％を大幅に上回っている

４．SWIFTシステムの国別・地域別利用状況比率

SWIFTの“Annual Report”の２００２年から２００７年まで６年間について，国別・

地域別に利用状況比率を示したのが第４表である。２００２年までは，英国が米国

を上回り SWIFTシステムで世界一の利用件数であった５）。英国では送信数よ

り受信数が上回っており，国際金融市場としての特徴を表している。これは国

際金融市場である米国においても妥当し，受信数が送信数を上回っている。ま

た２００３年からは，米国が送信・受信とも英国を超え，利用比率格差は拡大して

いる。米国の国際収支赤字により海外へ流出したドルが，黒字国による米国証

券の購入により，米国へ還流する際の証券指図が活発に行われていることと密

接に関連しているといえる。

５）２００１年では，米国１５．４％，英国１７．７％，ドイツ７．５％，香港＋中国２．９％，日本３．１％，
香港３．１％，中国２．４％，南アフリカ０．５％，シンガポール１．５％，ロシア１．４％，韓国０．６％，
インド１．０％，ブラジル０．３％であった。

年
１９９７ ２００６ ２００７ ２００６／１９９７ ２００７／１９９７

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 倍率 倍率
資金決済 ５４０ ６６．５％ １，５７７ ５５．０％ １，８３０ ５２．３％ ２．９ ３．４
証券決済 １０８ １３．３％ １，０４８ ３６．６％ １，３８６ ３９．６％ ９．７ １２．９
その他 １６４ ２０．２％ ２４０ ８．４％ ２８５ ８．１％ １．４ １．７
合計 ８１２ １００．０％ ２，８６５ １００．０％ ３，５０１ １００．０％ ３．５ ４．３

第３表 決済項目別のSWIFT システム総利用状況 （単位：１００万件）

（出所）SWIFT, Annual Report,１９９７,２００６,２００７年より作成．
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国際金融市場の一角に上げられている日本の場合は，受信数よりも送信数が

上回っており，世界最大の債権国として対外証券投資や対外直接投資が活発で

あることの反映といえるだろう。送信数では日本が辛うじてアジアのトップを

保ち，比率３％前後を維持している。日本では後述するように，日銀ネットや

全国銀行協会ネットシステムがあるため，利用状況比率は欧州に比べると見劣

りしている。欧州においては後述するように，国内決済においても SWIFTシ

ステムが利用され，利用比率は高い水準にある。

ところでアジアにおいて，「中国と香港」を合計すれば，送信数では依然と

して日本の比率が高いものの，受信数では日本を上回っている。中国では海外

からの直接投資や，製造業における親会社と子会社間の送金ニーズが高いとい

われている６）。これは「世界の工場」としての中国の特徴を示している。急速

な外貨準備の蓄積が進むなかで，今後は送信数の増大が見込まれている。

６）小原篤次「国際間取引を支える国際標準 SWIFT」『投資信託事情』２００７年 Sep., pp．１１―１３．

２００２年 ２００３年
２００４年 ２００５年 ２００６年 ２００７年

送信 受信 送信 受信 送信 受信 送信 受信
米国 １５．７％ １６．９％ １７．２％ ２０．１％ １８．８％ ２０．７％ １６．８％ ２１．６％ １７．０％ １９．３％
英国 １７．４％ １６．８％ １６．７％ １８．６％ １６．１％ １８．１％ １６．４％ １８．４％ １６．８％ ２２．３％
ドイツ ８．４％ ９．９％ ９．６％ ９．３％ ９．７％ ９．１％ ９．４％ ８．６％ ９．１％ ８．２％
香港＋中国 ２．８％ ２．５％ ２．５％ ３．２％ ２．３％ ３．２％ ２．３％ ３．２％ ２．２％ ３．１％
日本 ３．１％ ２．９％ ３．２％ ２．５％ ３．０％ ２．４％ ２．９％ ２．３％ ３．２％ ２．５％
香港 ２．３％ １．９％ １．９％ １．８％ １．８％ １．７％ １．７％ １．７％ １．７％ １．７％
中国 ０．５％ ０．６％ ０．６％ １．４％ ０．６％ １．５％ ０．５％ １．５％ ０．５％ １．４％

南アフリカ ２．１％ １．６％ １．５％ １．４％ １．５％ １．４％ １．６％ １．５％ １．５％ １．４％
シンガポール １．２％ １．１％ １．０％ １．０％ １．０％ １．０％ １．０％ １．１％ １．２％ １．２％
ロシア ０．６％ ０．６％ ０．７％ ０．７％ ０．７％ ０．７％ ０．７％ ０．７％ ０．７％ ０．７％
韓国 １．０％ ０．９％ ０．８％ ０．６％ ０．８％ ０．６％ ０．８％ ０．５％ ０．７％ ０．５％
インド ０．３％ ０．３％ ０．３％ ０．５％ ０．３％ ０．５％ ０．３％ ０．５％ ０．３％ ０．５％
ブラジル ０．２％ ０．２％ ０．２％ ０．２％ ０．２％ ０．２％ ０．２％ ０．２％ ０．２％ ０．２％
合計 １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％

第４表 SWIFT システムの利用状況の国・地域別構成比

（出所）SWIFT, Annual Report, 各号より作成．
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�．SWIFT システムと各国決済システム

１．日本の決済システムと SWIFTシステム

日本における金融情報システムとネットワークの関連を示したのが，第１図

である。日本における金融機関等のコンピューター・システムでのネットワー

クの発展形態は，第１次から第３次オンラインへの発展段階に沿って，自行内

での閉じたネットワークから，全銀システム，日銀ネット，SWIFT，CD提携

等々の金融機関相互ネットワーク（インターバンク・ネットワーク），そして

公衆回線等を経由した企業や家庭に結びつく対顧客ネットワークへと拡大して

きた７）。

国際系システムでは，国際専用回線等が外国為替ディーリングのリアルタイ

ム処理に利用されたり，国際内線電話やオープンボイス（ディーリングルーム

７）第１次，第２次，第３次オンラインについては，前掲拙著 pp．１４―１５を参照されたい。

第１図 日本の金融情報システムとネットワーク

（出所）『金融情報システム白書』平成２０年版，p，２７９．
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の雰囲気をリアルタイムで伝える拡声電話）にも国際専用回線が使用されてい

る。また国際専用回線を使った企業の国内・海外拠点間資金移動のための国際

CMS（Cash Management Service）サービスの検討や，国際パケット交換，国際

フレームリレーや国際 ISDNの利用等々，国際通信サービス多様化と通信コス

ト圧縮のため，用途に応じた通信業者やサービスの選択が進んでいる８）。

そして金融機関同士の国際金融取引には，SWIFTのネットワーク等といっ

た国際ネットワークが使用されている。日銀ネット内で「外国為替円決済制度」

に参加し，日銀のコンピューター端末（CPU）を設置している銀行は，SWIFT

を通じ海外と支払指図の送受信が行えるようになった。第２図は，海外からの

円送金の決済を「外国為替円決済制度（外為円決済システム）」を用いて行う

手続を示している。「外国為替円決済制度」は，金融機関同士が外国為替売買

を行った場合や海外在住の個人や企業が，日本国内へ円資金の送金依頼をした

場合等に，これらの取引にともなう円資金受払いを，国内金融機関同士が行う

ためのシステムである。

８）『金融情報システム白書』平成２０年版，pp．２７８―２８０．

第２図 海外からの円送金の決済

（出所）『金融情報システム白書』平成１５年版，p，２４８．
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具体的には，外国為替関係の円資金決済（コルレス先円勘定の振替，円建送

金，輸出入取引代金，為替売買に伴う円代金の決済等）にかかる参加銀行の支

払指図の交換を行い，その支払額，受取額を集中計算し，その差額を日銀当座

預金を通じて決済する制度であり，東京銀行協会がこれを運営している。従来

は紙ベースで支払指図交換を行っていたが，１９８９年３月以降，日銀ネットを利

用したエレクトロニックベースの支払指図の送受信が可能となった。

第２図では，米国所在の企業（X）が１万ドルを取引銀行（C）に振り込み，

日本所在の企業（Y）に１００万円の送金をする場合を示している。米国の C銀

行は，同行のコルレス先である日本の A銀行に，SWIFTシステムを通じて日

本の B銀行の企業（Y）の口座に１００万円支払うことを依頼する。SWIFTメッ

セージを受信した A銀行は自行で保有する C銀行の円口座から，１００万円を引

き落し，外為円決済システムを通じて，B銀行に支払うことになる。

２．欧州連合の決済システムと SWIFT

（１）TARGETシステム

欧州連合（EU, European Union）加盟国は２００８年１月現在で２７カ国となり，

１９９９年１月に欧州通貨統合（European Monetary Union）が発足し，単一通貨「ユー

ロ」が導入された。ベルギー，ドイツ，ギリシャ，スペイン，フランス，アイ

ルランド，イタリア，キプロス，ルクセンブルグ，マルタ，オランダ，オース

トリア，ポルトガル，スロヴェニア，フィンランドの１５カ国が「ユーロ」導入

国であり，「ユーロ圏」を形成している。

このユーロ圏の大口決済システムは，当初グロス決済システムが各国毎に

１５，ネット決済システムが５並存していた。そしてグロス決済システムは，ECB

（European Central Bank，欧州中央銀行）が運営する「TARGET」（Trans-European

Automated Realtime Gross Settlement Express Transfer System）」により，それぞれ

がリンクされて，実質的には１つの決済システムとして機能している。したがっ

て TARGETは，中央で全処理を行う中央集権型の決済システムではなく，各

国の RTGSシステムをつないだ「分散型の決済システム」といえる。
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また TARGETは１９９９年１月４日から稼働しているシステムで，欧州連合域

内の各国 RTGS（Real-time Gross Settlement，即時グロス決済）システムをリン

クし，単一通貨ユーロのクロスボーダー RTGS決済を可能にしている。

第３図は TARGETの構成を示しているが，欧州連合加盟国のうち１９カ国

（ユーロ圏１５カ国，デンマーク，ポーランド，エストニア，イギリス）の RTGS

システム，それらを結ぶインターリンキング・システム，全体のアプリケーショ

ンの EPM（ECB Payment Mechanism）から成り立っている。そして各国 RTGS

システムを結ぶ通信ネットワークには，SWIFTが使用されている。このシス

テムには，１万を超える金融機関が参加しており，支店・子会社を入れると５

万２，０００以上のユーザーが利用しているとされる９）。また次期 TARGETシステ

ム（「TARGET２」）の開発が進められている。

（２）「ユーロ」のネット決済システム（Euro１）

「Euro１」は EBA（Euro Banking Association，ユーロ銀行協会）傘下の EBA

Clearing Companyが，従来「ECU（European Currency Unit，欧州通貨単位）ク

リアリング」の名称でネット決済システムとして運営してきたものを，「ユー

ロ」の導入に伴って「Euro１」と名称変更し，ユーロの決済システムに転換し

たものである。Euro１は欧州連合域内をカバーし，主としてクロスボーダーの

ユーロ大口決済を行っている。

Euro１の決済は，①日中の支払指図交換と債権・債務のマルチラテラル・

９）『金融情報システム白書』平成２０年版，pp．２６２―２６３．

第３図 TARGET の構成

（出所）『金融情報システム白書』平成１５年版，p，３００．
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ネッティング（多者間で，債権から債務を差し引いた差額を決済すること），

②１日の最後の最終決済（Settlement）の２段階で行われる。第１段階で，各

仕向行は Euro１に支払指図を送信し，条件を満たしているものはそのデータ

が被仕向行に送信され，支払により発生した債権・債務額が，連続的にマルチ

ラテラル・ネッティングされながら累積されていく。これらの事務処理は EBA

により事務委託された SWIFTのコンピュータにより行われる。

第２段階の Euro１による最終決済（Settlement）は，第４図のように行われ

る。支払指図の受付締引時間になると，参加各行の最終的勝ち負けの受払差額

が確定し，SWIFTが EBA Clearing Company, ECBと参加各行に通知する（第５

図の①）。負け銀行（ネット支払銀行）は，自行のネット支払額（負けポジショ

ン）を，自国中央銀行口座から TARGETを使用して，ECBに設置されている

EBA Clearing Company口座（受皿口座）に払込む（②，③）。EBA Clearing Com-

panyでは全負け銀行の払込完了を確認し，ECBに勝ち銀行（ネット受取銀行）

への支払指図を行う（④，⑤）。ECBは TARGETを使って，EBA Clearing Com-

pany口座から勝ち銀行が自国中央銀行に保有している口座への振出しを行い，

勝ち銀行はネット受取額を受領し，全決済が完了することになる（⑥，⑦）。

Euro１の他に，フランスのネット決済システム「PNS（Paris Net Settlement）

第４図 Euro１における最終決済

（出所）『金融情報システム白書』平成２０年版，p．２６５．
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を運営する CRI（Centrale des Règlements Interbancaires，銀行間決済システム）

の通信ネットワークには SWIFTが使用されている。

３．米国の決済システムと SWIFT

米国の決済システムの全容と SWIFTの位置づけは，第５図に示されている。

Fed Wire（Federal Reserve’s Wire Transfer System），CHIPS（Clearing House Interbank

Payments System），ACH（Automated Clearing House）が主柱である。

第５図 米国の金融決済システム

（出所）『金融情報システム白書』平成１４年版，pp．４２７―４３４より作成．
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Fed Wireは連邦準備制度（Federal Reserve System, Fed）が運営する銀行間の

大口決済用システムである。このシステムは，各金融機関が連邦準備銀行（全

米１２連邦準備銀行）に開設している当座勘定（Fed講座）間の資金振替で，フェ

デラルファンド取引，米国債取引に伴った資金決済を行うものである。Fed Wire

は既述の RTGSシステムで，支払指図毎に Fed口座で資金振替が実施され，

資金振替された時点で支払完了性を有することになる。また資金決済サービス

以外に，財務省証券等を対象とした証券決済サービスを行っている。証券決済

サービスが対象とするのは，財務省証券，連邦機関債，モーゲージ担保証券，

国際機関債等である。

CHIPSは，ニューヨーク手形交換所を運営主体として１９７０年に稼働を始め

た超大口の国際金融取引決済用システムである。貿易取引，外為取引，証券取

引等を中心に大口ドル決済が取り扱われ，クロスボーダー取引のドル決済の

９５％以上が，CHIPSを経由して決済されているとみられている。しかし最近

では国内取引決済にも使用されてきており，Fed Wireとの競合・同質化が進ん

でいる。

CHIPSは，ユーロダラー取引決済をニューヨーク所在銀行で行うものであ

る。円決済とドル決済の差異はあるものの，既述の日本の「外国為替円決済制

度」に相当するもので，CHIPS決済の８０％以上は，SWIFTを通しての支払指

図によるものとされている。

ACHは，米国の小口決済システムで，給与振込，年金支払い，公共料金支

払等に利用されている。全米の各地域に設けられ，それらがネットワークで結

ばれ，ACHという１つの決済システムとなっている。取引量の約７割が第５

図の Fedの ACHが占めているといわれている１０）。

�．SWIFT システムの課題

急速に拡大する SWIFTシステムではあるが，以下の諸点が今後の課題とし

て挙げられるであろう。

１０）『金融情報システム白書』平成２０年版，pp．２５８―２６２．
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（１）バックオフィス体制の整備

フロントオフィス（顧客との接点となる部門）では，SWIFT Net Phase２へ

の移行スケジュール実施，金融商品取引法への対応，アルゴリズム取引や DMA

（Direct Market Access）への対応等々，取引技術や規制見直し等の変化に対応

すべく，関連システムの改善や見直しが進んできた。

しかしバックオフィス（後方で事務処理を行う部門）は，直接的に利益を生

み出さない部門でもあり，フロントオフィスに対する投資に比べ，システム投

資が抑制され，関係システムの見直し・改善が行われていない。現在の SWIFT

システムの拡大を考えれば，新しい発想で根本から見直しを行うべきであろう。

（２）参加国・地域の拡大

SWIFTは協同組合形式の組織であり，収益拡大を目指すものではない。し

かし SWIFTシステム参加金融機関の利便性向上のため，市場規模の拡大をさ

らに推進すべきである。欧州，オーストラリア，カナダ，香港，シンガポール

等では，海外金融機関との資金決済，証券決済だけでなく，域内・国内の資金

決済，証券決済に関するメッセージ・サービスとしても使用されている。

今後も SWIFTシステムへの参加を，さらに開発途上国や地域に拡大してい

く必要がある。このためには，料金体系の引き下げや，データセンター設備増

強のためのシステム投資も不可欠である。

（３）参加者の拡大

銀行や証券会社といった広義の金融機関のみならず，グローバルに活動して

いる「国際企業」の参加も，多様性を増す意味で推進すべきである。

（４） 市場の統合と効率化

世界的に進行している証券取引所の統合・再編や種々の決済システムの効率

化に対応した SWIFTの将来計画を策定すべきである。
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